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　ⅳ．重点要求

我が国周辺国等関連情報収集の強化経費（３４百万円）
　国内調査機関への調査委託など，前年度から引き続き実施する分について
は一般要求として整理し，我が国周辺国等の動向に関する情報収集の強化な
ど，新規・拡大を図る分については，重点要求として整理している。

　我が国の領土や海洋権益をめぐっては，周辺国等が，「海洋権益保護」の
名の下に我が国周辺海域への公船派遣を繰り返したり，平成24年８月には，
尖閣諸島の領有権を主張する保釣行動委員会のメンバーが尖閣諸島に上陸し
たりするなど，緊張が高まる事態が続発しており，政府・関係機関の情報関
心が高まっていることから，周辺国等の動向に関する情報収集の強化が必要
不可欠となっている。

　周辺国等の諸動向に関する情報収集を強化し，収集・分析情報の質・量を
高めるとともに，これを政府・関係機関に提供し，これら機関における政策
立案・遂行に情報面で貢献することによって，更なる公共の安全確保に寄与
する。
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関連項目

　我が国の領土や海洋権益をめぐって，周辺国等との間に緊張が高まる事態
が続発しており，かかる事態に対する政府・関係機関の情報関心が極めて高
くなっていることから，公安調査庁において，こうした我が国周辺国等の動
向に関する情報収集をより一層強化する。
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